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平成28年度決算に基づく健全化判断比率等審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項及び第22条第1項の規定により、

審査に付された平成28年度熊本市決算における実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公

債費比率、将来負担比率及び資金不足比率並びに各比率の算定の基礎となる事項を記載し

た書類について審査しましたので、その結果について次のとおり意見を提出します。 
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注    意    事    項 

 

   各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

 

「－」… 記載すべき比率、数値がないことを表すもの。 

     「△」… 数値の減少を表すもの。 

 

   

 （関係条文） 

 

   地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

 

  （健全化判断比率の公表等） 

第３条 地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、実質 

赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比 

率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付 

し、その意見を付けて当該健全化判断比率を議会に報告し、かつ、当該健全化判断比率 

を公表しなければならない。 

 

  （資金不足比率の公表等） 

  第２２条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度の決 

算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載し 

た書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率を議会に報告し、 

かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。 
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健全化判断比率等審査意見 

 

第１ 審査の概要 

この健全化判断比率等審査は、市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比

率並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかど

うかを主眼として実施した。 

 

 

第２ 審査の対象 

審査の対象とした比率は、平成28年度熊本市決算における健全化判断比率（実質赤

字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）及び公営企業会計決算

における資金不足比率であり、各比率で適用する本市における会計区分は次のとおり

である。 

 

会計区分

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計

 産業振興資金会計

 都市開発資金貸付事業会計

 熊本駅西土地区画整理事業会計

 植木中央土地区画整理事業会計

 奨学金貸付事業会計

 公債管理会計

 国民健康保険会計

 介護保険会計

 後期高齢者医療会計

 競輪事業会計

 地下駐車場事業会計

 農業集落排水事業会計

 食品工業団地用地会計

 病院事業会計

 水道事業会計

 工業用水道事業会計

 下水道事業会計

 交通事業会計

健全化指標の適用範囲会計区分

　一般会計

公
営
事
業
会
計

　一般会計等以外の特別
　会計のうち公営企業に
　係る特別会計以外の
　特別会計

公
営
企
業
会
計

　公営企業に係る
　会計

法非適

法適用

一
般
会
計
等

　一般会計等に属する
　特別会計

実
質
赤
字
比
率

資
金
不
足
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

準
元
利
償
還
金
の
対
象
会
計

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率
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第３ 審査の結果 

 １ 健全化判断比率について 

(1) 健全化判断比率の状況 

 平成28年度熊本市決算における健全化判断比率は次のとおりである。 

 

ア 実質赤字比率について 

平成28年度決算における一般会計等の実質収支額は5,086,579千円の黒字であ

り、実質赤字額が発生していないことから記載すべき比率はない。したがって、

早期健全化基準11.25％を下回っている。 

 

イ 連結実質赤字比率について 

平成28年度決算における一般会計等に公営事業会計（公営企業会計を含む。）

を加えた連結実質収支額は25,094,965千円の黒字であり、連結実質赤字額が発

生していないことから記載すべき比率はない。したがって、早期健全化基準16.

25％を下回っている。 

 

ウ 実質公債費比率について 

平成28年度決算における実質公債費比率は前年度より0.3ポイント低下してお

り9.3％となっている。したがって、早期健全化基準25.0％を下回っている。 

 

エ 将来負担比率について 

平成28年度決算における将来負担比率は前年度より1.5ポイント低下しており

124.0％となっている。したがって、早期健全化基準400.0％を下回っている。 

 

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

（指定都市の状況及び健全化判断比率の推移は、資料1、2を参照） 

健全化判断比率及び早期健全化基準

 ア 実質赤字比率 － － 11.25

 イ 連結実質赤字比率 － － 16.25

 ウ 実質公債費比率 9.3 9.6 25.0

 エ 将来負担比率 124.0 125.5 400.0

（単位：％）

平成28年度 平成27年度 早期健全化基準
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(2) 健全化判断比率の算定項目の前年度との比較 

平成28年度決算における健全化判断比率と平成27年度決算における健全化判断

比率の比較及び同比率の算定根拠となる主な基礎数値の比較については次のとお

りとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実質赤字比率 （単位：千円、％）

実質赤字比率 ― ― ―

一般会計等の実質赤字額 △ 5,086,579 △ 4,098,080 △ 988,499

一般会計 △ 4,728,585 △ 3,831,599 △ 896,986

母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計 △ 165,711 △ 123,641 △ 42,070

産業振興資金会計 △ 146,428 △ 102,546 △ 43,882

都市開発資金貸付事業会計 0 0 ―

熊本駅西土地区画整理事業会計 △ 25,042 △ 25,021 △ 21

植木中央土地区画整理事業会計 △ 15,041 △ 15,015 △ 26

奨学金貸付事業会計 △ 5,772 △ 258 △ 5,514

公債管理会計 0 0 ―

（注）表中、負の値（△）で示した額は黒字であることを表す。

平成28年度 平成27年度 差引増減

連結実質赤字比率 （単位：千円、％）

連結実質赤字比率 ― ― ―

連結実質赤字額 △ 25,094,965 △ 26,675,967 1,581,002

一般会計等の実質赤字額 △ 5,086,579 △ 4,098,080 △ 988,499

国民健康保険会計 4,219,294 4,066,532 152,762

介護保険会計 △ 1,517,734 △ 1,588,160 70,426

後期高齢者医療会計 △ 214,508 △ 252,206 37,698

競輪事業会計 △ 250,268 △ 331,686 81,418

地下駐車場事業会計 △ 12,591 △ 3,694 △ 8,897

農業集落排水事業会計 △ 7,365 △ 4,737 △ 2,628

食品工業団地用地会計 △ 556 △ 553 △ 3

病院事業会計 0 △ 1,210,195 1,210,195

水道事業会計 △ 11,944,956 △ 11,918,079 △ 26,877

下水道事業会計 △ 9,306,427 △ 10,514,013 1,207,586

工業用水道事業会計 △ 16,041 △ 15,521 △ 520

交通事業会計 △ 957,234 △ 805,575 △ 151,659

（注）表中、負の値（△）で示した額は黒字であることを表す。

平成28年度 平成27年度 差引増減
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（単位：千円、％）

9.6 △ 0.3

平成28年度 平成27年度 平成26年度

9.160 9.592 9.379

31,480,625 31,644,457 32,130,966

8,362,908 8,066,045 8,067,805

6,583,561 6,477,041 6,446,106

20,357,830 19,879,884 20,632,308

161,218,179 159,090,833 160,524,751

（単位：千円、％）

125.5 △ 1.5

520,419,254 488,491,990 31,927,264

398,564,808 366,705,987 31,858,821

77,061,448 78,385,603 △ 1,324,155

42,517,085 40,682,049 1,835,036

69,692 149,938 △ 80,246

2,206,221 2,568,413 △ 362,192

345,715,627 313,773,872 31,941,755

17,386,461 13,385,087 4,001,374

31,124,713 28,075,613 3,049,100

297,204,453 272,313,172 24,891,281

（単位：千円）

161,218,179 159,090,833 2,127,346

実質公債費比率

平成27年度

将来負担比率

（注）実質公債費比率の算定は当該年度を含めた３箇年の平均で算定するため、各年度の数値を記載している。

差引増減

実質公債費比率
9.3

平成28年度

単年度比率

地方債の元利償還金(A)

準元利償還金等(B)

　 公営企業債等繰入見込額

(A)(B)に係る基準財政需要額算入額

標準財政規模

将来負担比率

(A)(B)に充てられる特定財源

124.0

平成28年度

標準財政規模

平成28年度

　 充当可能特定歳入

　 基準財政需要額算入見込額

　 組合負担等見込額

　 債務負担行為に基づく支出予定額

充当可能財源等

　 充当可能基金

標準財政規模

　 退職手当負担見込額

将来負担額

　 地方債現在高

差引増減

差引増減平成27年度

平成27年度
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 ２ 資金不足比率について 

  (1) 資金不足比率の状況 

平成28年度公営企業会計決算における資金不足比率は次のとおりである。 

平成28年度公営企業会計決算では、全ての会計で資金不足額が発生していない

ことから記載すべき比率はない。したがって、経営健全化基準20.0％を下回って

いる。 

 

  (2) 資金不足比率の算定項目の前年度との比較 

平成28年度決算における資金不足比率と平成27年度決算における資金不足比率

の比較及び同比率の算定根拠となる主な基礎数値の比較については次のとおりと

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金不足比率及び経営健全化基準

病院事業会計 － －

水道事業会計 － －

下水道事業会計 － －

工業用水道事業会計 － －

交通事業会計 － －

農業集落排水事業会計 － －

食品工業団地用地会計 － －

（単位：％）

平成28年度 平成27年度 経営健全化基準

20.0
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資金不足比率 （単位：千円、％）

平成28年度 平成27年度 差引増減

0 △ 1,210,195 1,210,195

流動負債額 2,681,546 3,017,248 △ 335,702

算入地方債 3,562,500 3,562,500

流動資産額 3,148,591 4,227,443 △ 1,078,852

解消可能資金不足額 3,562,500 3,562,500

3,002,493 12,323,950 △ 9,321,457

― ― #VALUE!

△ 11,944,956 △ 11,918,079 △ 26,877

流動負債額 1,674,957 1,825,063 △ 150,106

算入地方債 45,600 45,600

流動資産額 13,665,513 13,743,142 △ 77,629

解消可能資金不足額 ―

11,407,053 12,168,009 △ 760,956

― ― ―

△ 9,306,427 △ 10,514,013 1,207,586

流動負債額 2,292,483 3,085,662 △ 793,179

算入地方債 111,018 111,018

流動資産額 11,709,928 13,599,675 △ 1,889,747

解消可能資金不足額 ―

10,890,253 11,520,446 △ 630,193

― ― ―

△ 16,041 △ 15,521 △ 520

流動負債額 557 108 449

算入地方債 100 100

流動資産額 16,698 15,629 1,069

解消可能資金不足額 ―

3,224 2,777 447

― ― ―

△ 957,234 △ 805,575 △ 151,659

流動負債額 464,869 654,367 △ 189,498

算入地方債 ―

流動資産額 1,422,103 1,459,942 △ 37,839

解消可能資金不足額 ―

1,644,367 1,512,523 131,844

― ― ―

交通事業会計

資金不足額

事業規模

資金不足比率

資金不足比率

資金不足額

事業規模

資金不足比率

項目

資金不足額

事業規模

法適用事業

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

工業用水道
事業会計

資金不足額

事業規模

資金不足額

事業規模

資金不足比率

資金不足比率 ―

―

―

―

――

――

―

―

――

――

―― ―
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平成28年度 平成27年度 差引増減

△ 7,365 △ 4,737 △ 2,628

歳出額 210,482 190,713 19,769

歳入額 217,847 195,450 22,397

解消可能資金不足額 ―

30,073 29,032 1,041

― ― ―

△ 556 △ 553 △ 3

歳出額 64,773 67,158 △ 2,385

地方債残高 0

歳入額 65,329 67,711 △ 2,382

土地収入見込額 ―

解消可能資金不足額 ―

556 553 3

― ― ―

農業集落排水
事業会計

資金不足額

事業規模

資金不足比率

項目

法非適用事業
(宅造事業外)

　（注）表中、資金不足額欄において負の値（△）で示した額は資金剰余が生じていることを表す。
　　　　表中、解消可能資金不足額を差し引いて、資金剰余が生ずる場合はゼロとする。

資金不足比率

法非適用事業
(宅造事業)

食品工業団地
用地会計

資金不足額

事業規模

――

―― ―

―― ―

――
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参考資料 

 

資料１ 政令指定都市の状況（平成27年度） 

 平成27年度決算に基づく健全化判断比率の状況（総務省ホームページより抜粋） 

 

 

  平成27年度決算に基づく政令指定都市の健全化判断比率は上記のとおりであり、実

質公債費比率の平均が10.9％、将来負担比率の平均が124.2％であった（いずれも加重

平均）。 

熊本市の平成27年度の実質公債費比率は9.6％で、指定都市の平均を少し下回る結果

であり、将来負担比率は125.5％で、平均を少し上回る結果であった。 

なお、平成28年度の実質公債費比率は9.3％、将来負担比率は124.0％となっている。 

 

 

 

（単位:％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

札幌市 ― ― 4.9 61.8

仙台市 ― ― 9.8 122.8

さいたま市 ― ― 5.0 9.7

千葉市 ― ― 18.0 208.7

横浜市 ― ― 17.0 175.6

川崎市 ― ― 7.5 117.4

相模原市 ― ― 3.2 37.9

新潟市 ― ― 11.0 138.9

静岡市 ― ― 8.5 59.5

浜松市 ― ― 9.1 ―

名古屋市 ― ― 12.7 147.4

京都市 ― ― 15.2 229.6

大阪市 ― ― 9.2 117.1

堺市 ― ― 5.5 15.6

神戸市 ― ― 7.9 80.2

岡山市 ― ― 9.5 27.7

広島市 ― ― 15.0 223.9

北九州市 ― ― 12.6 188.3

福岡市 ― ― 12.4 162.4

熊本市 ― ― 9.6 125.5

平均 ― ― 10.9 124.2
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資料２ 健全化判断比率の推移 

  熊本市決算における過去5年間の健全化判断比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位:％）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

実質赤字比率 ― ― ― ― ―

連結実質赤字比率 ― ― ― ― ―

実質公債費比率 11.1 10.6 9.9 9.6 9.3

将来負担比率 120.7 122.5 122.4 125.5 124.0
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資料３ 用語の解説 

（１）健全化判断比率 

   健全化判断比率とは、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将

来負担比率の4つの財政指標の総称である。地方公共団体はこの健全化判断比率のい

ずれかが一定基準（早期健全化基準、財政再生基準）以上となった場合には、財政

健全化計画又は財政再生計画を策定し、財政の健全化を図らなければならない。 

健全化判断比率は、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するものであるとと

もに、他団体と比較することなどにより、当該団体の財政状況を客観的に表す意義

を持つものである。以下、各比率を個別に説明する。 

 

ア 実質赤字比率 

地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（地方公共

団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの）

に対する比率である。 

福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指

標化し、財政運営の悪化の度合いを示すものといえる。 

 

 

 

 

イ 連結実質赤字比率 

公営企業会計を含む地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の

不足額の標準財政規模に対する比率である。 

全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指

標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示すものといえる。 

 

 

 

 

実質赤字比率＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字比率＝
標準財政規模

連結実質赤字額
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ウ 実質公債費比率 

 地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政

規模を基本とした額に対する比率である。 

借入金(地方債)の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの

程度を示すものといえる。 

当該年度を含めた3箇年の単年度比率の平均により算出する。 

 

 

エ 将来負担比率 

 地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、地方公共団体

の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対

する比率である。 

    地方公共団体の一般会計等の借入金(地方債)や、将来支払っていく可能性のあ

る負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示

すものといえる。 

 

 

 

 

 

（２）資金不足比率 

公営企業会計における経営の健全性を判断するに当たり、公営企業会計ごとに資

金不足比率の算定を行う。比率が経営健全化基準以上となった場合には、当該企業

は経営健全化計画を策定し、財政の健全化を図らなければならない。 

   資金不足比率は、資金の不足額の事業の規模に対する比率で、公営企業の資金不

足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の

悪化の度合いを示すものといえる。 

 

 

 

 

資金の不足額

事業の規模
資金不足比率＝

将来負担比率＝
標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋
　　　　　　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額)

実質公債費比率＝

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）

－(特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)
の３カ年平均の3箇年平均 


